






































































































































































































































































































































































全　　地　　域 13…1 1・・111 10．89
1．　カ　ナ　ダ ・・31i ・・191 7．27
2．　ラテソ・アメリカ 12・931 ll．90 11，98




（1）中 東 59．　36 61．21
（2）極 東 一・ 13．56 13．ユ7
（3）日本を除く極東 …… 14・121 13．44
（4）日 本 11・361 12．29 12，58
B　アフ　リカ 15・621 16．56
（1）南アフリカ …… P 18・331 18．92
（2）その他アフリカ ・…・ 14・4司 15．63
C　オセアニア …… P 8．98 8．40

















































































































































































（2）極 東 1 100
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（7）その他極東b
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（2＞その他アフリカ
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23．・8142．・6
・オース・ラ・ア1 100
75．54
54．1・1
96．91
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　　（出所）　U．N．；Economic　Survey　of　Asia　and　The　Far　East　1970
　　a．石油を含む，b．日本，インド，フィリピンを除く全極東
のびつつあることを示している。
　これらの国ぐににおいて製造業部門は経済開発の中心的部分を構成している
のであるから，開発途上国の経済政策の最重要対象分野であり，国民経済の発
展的局面を代表しているものだといえよう。バトナイークはイソドに対するこ
うした直接投資の特徴を，植民地時代と比較させつつ，つぎのようにのべてい・
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る。
　「例えぽ，1965～66年の間において，1944のイソド人民間会社（公開・非公
瀾）のしめした成長率9．6％に対して，320の外国会社の総資本残高の成長率は
ユ3．9％であった。どの規準をもってきても，外国会社は法人部門でのイソド人
諸会社よりもより大きな利益をえている。すべての信頼すべき研究で，それら
が親会社よりもさらに多くの利益を得ていることもしめされている。したがっ
て，イソド資本と提携し，しぼしばそれを支配している外国資本は，イソド経
済のもっとも利益が多く，躍動的な部分に対しての戦略的掌握をなしとげたよ
うにみえるu3）。」
　バトナイークのいう成長率が高く，利益が多く躍動的な部分とは製造業のこ
とであるll4）。彼は同じ論文のなかで，外資との提携協定1051件（イソド準備銀行
調査）のうちの1006件が製造業であることを指摘して，技術的にすすんだ最も
躍動的な分野に外資が進出しようとしていることが，植民地時代の外資進出と
根本的に異なる特徴のひとつであるとのべているas。
　このような新しい特徴となっている開発途上国に対する外国資本，とくに産
業独占による直接投資は，これら地域の新興独立諸国が先進資本主義諸国，と
くにアメリカの経済援助に依拠しながら経済開発を促進していることを条件に
しで1q，そのもっとも中心的部分を構成する製造業部門を主たる対象としてい
るのである。したがって，これら諸国における工業的発展に外国資本，とくに
先進諸国の産業独占の進出が大きな役割をはたしているのである。ここでは主
としてアメリカの対外直接投資をみてきたが，それはとくにアメリカの多国籍
一企業進出が60年代には目立っていたからである。すなわち，対外直接投資によ
って実現していく「国際生産」と輸出額を国ごとに比較してみるとつぎのよう
・になっている。1971年のアメリ・カの対外直接投資による国際生産は，輸出の約
　　　　　　4倍の規模に達しているが，同年の西ドイツと日本は，各々37．4％，37．5％で
』しかなかった。イギリス，スイス，フラソスはその中間にあって2．1倍，2．3倍，
“93．5％となっていた（11。つまり，アメリカは西ドイツ，日本と異なって，資本
輸出によって対外進出をおこなってきたのであり，貿易においては，アメリカ
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は他の国々の進出によってその進出が阻まれていたといえよう。このことは，
アメリカにとっては第二次大戦の直後から資本の過剰が顕著にあらわれていた
のであり，ヨーロッパの場合には，第1表からもわかるように，1950年代にお
かてはまだ資本の過剰は顕著ではなかった。ところが，60年代になると，西ド
イツ，日本の対外直接投資の成長率がアメリカのそれよりも高くなってきて，
しだいに資本輸出による対外進出の速度をはやめている〔8）。換言すれば，60
年代，と、くにその後半からは，アメリカにつづいて，西ドイツ，日本，フラソ
ス，イタリア，さらにはすでに一定の地盤を開発途上国にきずいているイギリ
スなどの産業独占が開発途上国に進出し，多国籍企業化が促進される事態がお
こってきている。ヨーロッパや日本に資本過剰がはっきりあらわれてきている
．以上，開発途上諸国は市場分割競争の場として，よりはげしい多国籍企業の進
出に遭遇することが不可避となっている。
（1）池上惇編著「現代世界恐慌と資本輸出」1973年，70～72頁。
（2）　H・マグドブ著小原敬士訳「現代の帝国主義」1969年，231頁。
（3）H・マグドブ著前掲書231頁。
く4）ジャック・クー．ラン，ジャン・チボー「石油と民族独立」（「アジア・アフリカ経
　済特報」第121号1972年1月）
⑤　　「こうした異常に高い特別地代ともいうべき高性能の油井の存在が，それを支配
　する国際石油独占資本をして超過利潤を引きださせる源泉の一つになっている」
　（寺本光朗「中東紛争をめぐるアメリカの石油戦略（上）」〈「経済」！974年3月号〉）
く6）エディス・T・ペンローズ著木内暁訳「国際石油産業論」1972年，267頁。
〈7）　ジャック・クーラン等前掲論文
く8）　エディス・T・ペンローズ著，前掲書120～133頁。
〈9）　U．N，　op．　cit．，　p，130．
KiO）　「独占資本主義のもとで，単位当たりの生産費用は下方傾向を示し，技術革新へ
　の強力な刺激があったということは疑いない。だが，独占は費用を削減する一方で
　極端な高価格を維持し続けるから，独占を合理的進歩的体制とみなすことはできな
　い。しかも，独占が推進する生産性は，万人の所有に帰することなく，少数の所有
　tc帰するにすぎない。すなわち，利潤率は増大し，国民所得中の利潤比率が増大す
　る。利潤率低落という19世紀的な構図に反して，独占資本主義のもとでは巨大企業
　は高い利潤率を維持することができたのである。」（ハワード・シャーマン著宮崎犀
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　一・高須賀義博訳「革新の経済学」1974年164頁）「部門内諸企業相互の協調によ
　る価格つり上・げを継続的なものとするためには，参入可能な資本との潜在的競争を
　制限することが不可欠である。これを可能とする条件は，高い参入障壁である」
　　（北原勇「独占体の市場支配と管理価格政策」＜島恭彦他編「新マルクス経済学講
　座3帝国主義と現代」1972年193頁〉り
㈹　辻忠夫「戦後アメリカ資本輸出の諸特徴について」　（「経済学論叢」第21巻第3・
　4号1973年）
⑫　中川信義「先進資本主義国の発展途上国向け直接投資の動向」　（大阪市立大学経
　済研究所「国際経済協力と発展途上国」）参照
（13）　Prabhat　Patnaik‘‘lmperialism　and　the　growth　of　Indian　capitalism”
　（Roger　Owen＆Bob　Sutcliffe　ed．；Studies　in　the　theory　of　Imperialism，
　1972，　pp．223～4）
⑭　「この期間（1964～65年と1969～70年の間一引用者）の製造業における付加価
　値は海外子会社の場合には年率平均18％で増加したが，一方少数派合弁会社の場合
　の成長率は年率32％であった。これにくらべて工業生産指数で示されている同一期
　間におけるインドの工業生産の年成長率は，4．5％であった。」（‘‘People’s　Demo－
　cracy　Sept．15，　1974）
（1ゆ　P，Patnaik，　op．　cit．，p．218．
㈹　　「資本輸出の可能性は，一連の後進諸国がすでに世界資本主義の取引にひきいれ
　られ，鉄道の幹線が開通するか建設されはじめ，工業発展の初歩的条件が確保され
　ている，等々のことによってつくりだされる。」（レーニン「帝国主義論」＜国民文
　庫版＞81頁）このレーニンの指摘は，現在では大規模な援助によるインフラストラ
　クチャー建設であり，開発途上国にとっての本源的蓄積の役割をもそなえているも
　のとして理解すぺぎように思う。しかしそれは多国籍企業による帝国主義国での集
　中的蓄積に結びついているが故に，開発途上国にとっての本源的蓄積とはなりえな
　い側面をもっているのである。　（宮崎犀一「経済理論の〈国際的〉契機と経済史の
　く国際的〉契機」参照）
（17）　U，N．；op．　cit．，P．玉59．
⑯　U．N，；op．　cit．，p．173．
4　新しいナショナリズムの台頭
　　　　一結びにかえて一
　開発途上国における多国籍企業の活動と，それによってひきおこされている
澗題はきわめて広範におよんでいると同時に，その問題のもつ内容の深さもは
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かり知れないものがある。ここでは主として対外直接投資の状況，とくにアメ
リカのそれにそくして考察してきたのであるが，問題はその基盤の上にひきお
こされてくる国家権力に対する多国籍企業の影響力，さらに多国籍企業の発展
と深い関係のある集団的植民地主義やそれの中軸となっているパックス・アメ
カーナを支えるアメリカの国家権力を中心とした世界的諸権力の体系，そのも
とでの新輿諸国の独立国家の役割，等……「ブルジョア社会の総括」といわれ
る国家認識の修正をもせまる問題さえ提起されているように思われるω。
　このように考えてくると，開発途上国の経済自立の根本にもういちどたちか
えり，検討することが必要になってきているようにも思える。まさに多国籍企
業は開発途上国をのみこんでしまいかねない規模であり②，またその経済を「分
工場」経済3）として解体しかねない力をもっており，さらに農業，情報，観光，
さらに第3次産業全般にわたって産業そのものの創設をおこないつつ（4），国民
生活を支配しかねないのである。
　多国籍企業がこうして開発途上国の国家権力の基盤をしだいにほりくずし，
その権力を空洞化していこうとする傾向（5）を一方でもっているということは，
また他方では，これら諸国において国家権力をふたたび民族的結集の上に編成
がえし，より強力なものにしていこうとする勢力をもつくりだしていくという
ことにもなっている〔6）。多国籍企業の活動が開発途上国においてますます拡大
していけぽいく程，新しいナショナリズムを形成していく基盤もまたますます
強固なものになっていくω。
　ところで，このようなナショナリズムの実像を認識するためには，それぞれ
の地域や国においての具体的な分析を必要とするであろうし，それは単に帝国
主義的進出一般の部分を構成している多国籍企業の活動を問題にするだけでな
く，個別＝多国籍企業進出をつねに一般＝帝国主義的進出のなかに正しく位置
づけつつ分析をすすめる必要がある。このような意味において，いくつかの局
面にわけて機会を改めてさらに論じることとし，ひとまず筆をおきたいと思
う。
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（1）　「ここで注目したいのは．7現代の独占資本の発展が，国家主権や国境を否認する
　方向にすすむことによってしか発展できないということの経済的意味であり，さら
　にしかも，アメリh．の「多国籍企業」そのものがアメリカ国家からはなれられない
　ような状況のもつ経済的意味である。それは直接にさまざまな経済的矛盾を生みだ
　し，経済的危機を深化させてゆく。」（北田芳治「多国籍企業と世界資本主義」＜岡
　倉古志郎編「現代日本資本主義1世界と日本」1974年160頁〉）
（2）（1）販売高からみたユ971年における上位15社の多国籍企業は1位のゼネラルモータ
　ーズの282億6400万ドルから15位のフィリップスの51億8900万ドルまで開きがある
　が（同年のタイ国の国民所得が63億ドルである），子会社をもつ国数ではいずれも
　20数力国以上におよび，その超多国籍ぶりをしめしている。なかでもIBM（80力
　国），モービル（62力国），ガルフ（61力国），BP（52力国），ロイヤル・ダッチ・シ
　ェル（43力国），ITT（40力国）が群をぬいている。（U．　N．；op．　cit．，p．130）（2）
　開発途上国における生産面からみた，多国籍企業による国際生産は1500億ドル程度
　で，GNP総計の1／3をしめていると推定されている。（3）多国籍企業による国際生産
　の年間成長率はほぼ10％におよんでいて，開発途上国の成長率にくらべると2～4
　倍にまで達していると考えられる。　（ジャド・ポーク「多国籍化の政策課題」〈米
　国議会合同経済委員会編「多国籍企業の将来」1972年39－40頁〉）
（3）　「カナダの資源および第一次製造業の3分の2は外国資本によって支配され，第
　二次製造業の約5分の4は外国資本の支配下にある。外国資本の約5分の4は米国
　資本である。」「カナダの資源と産業が外国資本によって所有されている事実は深刻
　かつ広汎な影響を及ぼしている。経済の支配権を失うことは現代の技術社会の核心
　のコントロールを失うことである。広汎な外資支配はカナダ経済を分工場の経済に
　してしまった。」（M・H・ワトキンス「カナダがおかした失敗」＜米国議会合同経
　済委員会編前掲書1972年199－200頁〉）
（4）　これらの点についての素材が次の労f乍にみられる。Louis　Turner；Multination－
　al　Companies　and　the　Third　World，1973．
（5）　「現代の資本主義の発展の核心となるものは，もはや鉄鋼業，繊維産業というも
　のではなく，エレクトロニクス等の高等技術産業であるが，たとえばIBMの支配
　的地位からもわかるように，いわば各国経済の「管制高地」をアメリカ独占によっ
　て握られているということを意味する。その意味で，各国の国民経済の主体性，あ
　るいはそのまとまりが失われてくる。」（北田芳治前掲論文く前掲書150頁〉）
、（6）多国籍企業はナショナリズムを否定するところになりたつ。　「国際企業は，各国
　間の経済的ナショナリズムを打破する上で強力な武器である。それゆえにこそ，国
　際企業は，自国の運命を完全に自分の手で決定しようとする受入れ国に対して，重
　大な問題を投げかけている。」（ジョン・H・ダニング「米系企業と英国経済」＜米
　国議会合同経済委員会編前掲書79頁〉）
〈557）　　　　　　　　開発途上国における多国籍企業についての一考察　　67
〈7）　多国籍企業は国際的独占の帝国主義的進出と開発途上国との民族的矛盾を深化さ
　せる。例えば雇傭問題で外国からの投資が一時的に解決の方向に成果をあげている
　ようにみえるが，他方で家内工業の没落による新たな失業をうみだし，さらに都市
　と農村の所得格差，労働人ロの都市への急速な移動，など新たな経済的諸問題をひ
　ぎおこしているが，これは帝国主義国と開発途上国との間における民族的矛盾のよ
　り広汎で深刻な新たな展開をみることができよう。　（国際連合編「アジア経済年報
　ユ972年」1974年参照）
